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京都府において緊急事態宣言の解除に伴い、学校が再開されました。党議員団は６月１

日、京都府教育委員会に対し「学校再開にあたっての緊急申し入れ」を行い、学校現場で

の緊急な対策を求めてきました。 

一方、子どもの命・健康を守り、保護者の社会活動を支え、子育てを支援する重要な社

会基盤である保育所・学童保育・放課後等デイサービスの福祉施設や関係団体を訪問し懇

談を重ね、感染防止をはじめ解決すべき緊急な課題をお聞きしてきました。また党議員団

として独自のアンケートも行ない子どもや保護者のみなさんの声も寄せていただきました。 

長期間の一斉休校および外出自粛により、子どもは運動不足や行動制限によるストレス

にさらされ、保護者は営業自粛の影響により、失業あるいは減収するなど急激に経済状況

が悪化している家庭も少なくありません。また、非正規雇用やひとり親家庭など不安定な

雇用・家庭環境において、状況がさらに深刻化していることも、看過できません。 

これまで感染防止を徹底しながら困難な中でも「原則開所」してきた福祉施設が、第二、

第三波の感染への対策と運営体制維持を図り、子どもたちの健やかな育ちを保障するため

にも緊急の対応が必要です。 

国の第二次補正予算の活用も検討し、以下の項目について緊急に対応されることを要望

します。 

 

 

感染症対策の強化、子どもの居場所確保、保護者の暮らしをささえること 

１． 保育所、学童保育、放課後等デイサービス、幼稚園、児童養護施設、乳児院など、子

どもに関する施設は「３密」を避けることが求められる。過密化を防ぎ感染対策をす

すめながら、子ども達の心身のケアと成長を支えるために、常勤職員の加配とともに、

職員配置基準を改善し、福祉職場の職員にふさわしい処遇の改善を国に求めること。 

２． 子どものいる家庭における収入減少や自粛生活にかかる費用負担を補償するための手

当てや給付金など、さらなる経済的支援を講じるよう国に求めること。 

３． 長期にわたる休校により、過密状態の学童保育所や放課後等デイサービス事業所など

で過ごさざるを得なかった子どもや、どこにも居場所がなかった子ども、昼食がまと

もに摂れなかった子ども等の深刻な実態がある。京都府として教育委員会とも連携し



て検証を行うこと。 

 

幼稚園・保育所・学童保育について 

１．新型コロナ感染抑止対策についてのガイドラインの徹底と実施のための丁寧な支援を

行うこと。 

２．コロナ感染抑止対策に必要なマスクや消毒液など資機材の確保と安全衛生管理を行う

職員を確保するための支援を行うこと。 

３．保育料・協力金・利用料については、前年度所得のみを基準にせず、今年の収入減を

基準にすること。こうした対応をとる市町村に財政支援を行うこと。 

４．認可外保育園において自粛要請に応えた保護者の保育料の軽減を行うよう府が支援す

ること。 

５．発熱時の対応については、行政の責任で隔離ができるよう支援すること。 

６．保育士、指導員など職員への慰労金を支給すること。 

 

児童相談所について 

１．長期にわたる在宅生活により、児童虐待やＤＶの増加が懸念されるもと、児童相談所

の相談体制を強化し、学校や保育園などと連携し、虐待被害者への生活支援を行うと

ともに、児童虐待の実態把握と対応を強化すること。 

２．子どもの安全を迅速に確保し、適切に保護するため、一時保護所の定員拡充と職員体

制を整備すること。 

 

放課後等デイサービスについて 

１．放課後等デイサービス事業所における障害福祉サービスの代替支援について、必要と

する子どもがいる場合には継続し、府内のすべての自治体で支援できるようにするこ

と。また事業所において、過重な負担となる現行の申請書類を簡素化すること。 

２．利用者減少による施設の減収分について補填を行うこと。 

 

                                   以上 

 

 

 

 

 

 

 

 



子ども・障害児関係の 6月補正予算 要求事項から 

 

健康福祉部 

新型コロナウイルス感染症対策費（乳 児個別健康診査支援事業費） 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のために、市町村が行う乳児後期健康診査の集団

検診 から個別検診への切り替えに要する経費を助成  

新型コロナウイルス感染症対策費（保 育所等感染拡大防止対策事業費） 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、保育所等職員への感染防止のための研修

会の 実施や、保育所等へのマスク・消毒液の配布を実施 985 － － 

新型コロナウイルス感染症対策費（ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業 費） 

新型コロナウイルス感染症の影響により、子育てと仕事を一人で担う低所得のひと

り親世帯に対し、子育て負担の増加や収入の減少に対する支援を行うため、臨時特別

給付金等を支給 

新型コロナウイルス感染症対策費（イ ンターネット環境整備費） 

新型コロナウイルス感染症対策の長期化に伴い、児童の学習機会を確保するため、

児童養護施設等へのインターネット環境整備を実施  

児童虐待防止強化対策検討費 

府内の児童虐待相談件数が増加する中、児童虐待の発生予防や早期発見等の取組を

更に推進するための取組強化策について検討を実施 

新型コロナウイルス感染症対策費（児 童養護施設等支援事業費） 

児童福祉施設等において、感染症対策を徹底した上で事業を継続的に提供できるよう、

感染拡大防止対策への支援や職員への感染予防に係る指導助言等を実施 

新型コロナウイルス感染症対策費（介 護施設等感染症対策促進費） 

介護施設等が感染症対策を徹底した上でサービスを継続的に提供できるよう、感染

拡大防止対策への支援や慰労金の支給等を実施 8,200 1,276 － 

新型コロナウイルス感染症対策費（訪 問入浴サービス等体制強化事業費） 

障害児者の日常生活に不可欠な訪問入浴サービス等の提供体制を維持するため、感

染拡大 防止対策への支援を実施 

新型コロナウイルス感染症対策費（障害福祉施設感染症対策促進費） 

障害福祉施設が感染症対策を徹底した上で障害福祉サービスを継続的に提供できる

よう感 染拡大防止対策への支援や慰労金の支給等を実施 

新型コロナウイルス感染症対策費（京都府介護・福祉人材確保総合事業費） 

新型コロナウイルス感染症の影響により、介護福祉士養成施設等における介護実

習等の実施に必要なマスクや消毒液等を配布し感染拡大を防止 

 

横浜市議団の申し入れ 



 

⓷就学援助の拡充をはかること。  

・コロナの影響で収入減となった家庭を含めると、現行認定基準においても、申請要件を

満たす世帯増は必至であり、予算枠を拡大すること。さらに、対象家庭を拡大するために、

認定基準を、せめて 2013年基準に戻し、その必要額を予算化すること。 

《学童保育》  

⓵コロナ禍のもとで新たな学童スタイルが求められている。現状では３密が避けられない

ため、市の責任で面積基準引き上げ、施設確保など３密を避ける手だてをとること。各ク

ラブと各学校間で行われている、校庭や体育館など学校施設の利用調整がスムーズにでき

るよう、教育委員会と連携すること。今年度のキッズクラブへのエアコン増設と同様に、

学童クラブへのエアコン増設に補助すること。  

⓶保護者に返還される利用料の補助の１日上限額が国基準の５００円とされた。これは月

約１万円に相当し、各クラブの平均利用料１万 7,700 円からすると、差額が発生する。全

額返還できるよう市として上乗せすること。  

③保護者の失職や減収により、やめざるを得ないことのないよう、ひとり親家庭、経済的

困窮家庭への利用料減免を制度化すること。  

⓸収支の悪化、困難な職員確保などコロナ禍においても学童保育が安心して運営できるよ

う、補助金を増額すること。 

 

 

 


